
事 務 連 絡

平成 23年 ]月 13日

各都道府県医療費適正化計画担当部局 御中

厚生労働省保険局総務課医療費適正化対策推進室

医療費適正化計画中間評価進捗状況調査結果等の送付及び都道府県の取組内

容・実績調査について

1.医療費適正化計画中間評価進捗状況調査の結果送付
平成 22年 10月 7日 付けの事務連絡「全国医療費適正化計画中間評価骨子
案の送付及び情報提供の依頼」にて、ご提出いただくようお願いしていた「医

療費適正化計画中間評価進捗状況調査」の結果について、別紙 1の とおり情報
提供いた します。

2.都道府県医療費適正イヒ計画中間評価例の送付
都道府県が都道府県医療費適正化計画の中間評価を行う際の参考として、中

間評価例を作成 しましたので、別紙 2の とおり情報提供いたします。なお、こ
れはあくまで例であり、同様の構成等にする必要はありません。これを踏まえ

て、各都道府県において既に作業を進めている内容について修正等をする必要

はありません。また、平成 21年 7月 の回復期 リハビリテーション病棟である
療養病床数について、月1紙 3の とおり情報提供いたします。

3.都道府県の取組内容 ,実績調査への回答依頼
都道府県医療費適正化計画と同様、全国医療費適正化計画についても本年度
中に中間評価を行うため、現時点において都道府県の取組内容等について把握
したいと考えております。
つきましては、全国医療費適正化計画の中間評価に用いる資料とするため、
都道府県が行つている医療費適正化のための取組内容・実績について調査を実
施いたしますので、ご協力を御願いいたします。別紙4の医療費適正化のため
の取組内容・実績調査を1月 21日 までにtekiseika01@mhlwgo.jpヘメールに
て提出願います。

[担当]保険局総務課医療費適正化対策推進室
須賀、坂上、柿澤

TEL :03‐ 5253‐ 1111 (内 務i3179、 3228)
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男11紙 2

都道府県医療費適正化計画中間評価例

本資料は、都道府県が都道府県医療費適正化計画の中間評価を行う際

の参考となるよう、その構成や記述の一部についての一例を示すもので

す。あくまで例であり、本資料と同様の構成 饉記述等をする必要はあり

ません。 (計画の構成・記述内容は都道府県ごとに異なっていることか

ら、中間評価の構成・記述内容も、当然に都道府県ごとに異なつてくる

と考えられます3)

既に中間評価の準備を進めている都道府県が、本資料を踏まえ、その

内容につし)て修正等をする必要はありません。

本資料の記述内容は、国の見角翠等を示すものではありません。国の見

解等については、全国都道府県医療費適正化計画の中間評イ面において明

示します。

本資料は、例という性質上、図表はほとんど載せていませんが、都道

府県医療費適正化計画の中間評価においては、積極的に図表を活用して

<ださい。



各都道府県において決定した計画名を入れてく

ださしヽ

画の進捗状況に関する評価
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第 1章 進捗状況に関する評価の位置付け

1 進 捗 状 況 に 関 す る評 価 の 目的

急速な少子高齢化、経済の低成長、国民生活や意識の変化等といつた医療を取り巻く

様々な環境の変化により、国民皆保険制度を堅持 し続けていくためには、国民の生活の

質の維持及び向上を碓保しながら、国民の健康の保持、良質かつ適切な医療の効率的な

提供に向け、それぞれ政策目標を設定し、これらの目標の達成を通じて、結果として将

来的な医療費の伸びの適正化を図ることが必要である。

このための仕組みとして、平成 18年の医療制度改革において、平成 20年度から5年

ごとに、 5年を 1期 として医療費適正化を推進するための計画 (以下「医療費適正化計

画」という。)を国及び都道府県が作成することとされたところであり、平成 20年 4月

にOO県 △△計画を策定したところである。
医療費適正化計画は定期的にその達成状況を点検 し、その結果に基づき必要な対策を

実施するいわゆる PDCAサイクルに基づく管理を行うこととされている。計画の中間年度

(3年度目)に、必要に応じ取組の強化等計画の見直しに活用するほか、次期医療費適
正化計画の作成に活かすことを目的として、進捗状況に関する評価 (以下「中間評価」

という。)を行い、その結果を公表することとされている。

なお、計画の最終年度の翌年度には目標の達成状況及び施策の実施状況に関する調査

及び分析を行い、計画の実績に関する評価を行うこととされている。    ,

第 2章 医療費を取り巻く現状と課題
1 医療費の動向

①医療費

平成 20年度の国民医療費は 34兆 8,084億 円となっており、前年度の 34兆 1,360億 円

に比べて 6,725億 円、2.0%の増加、平成 18年度の医療制度改革時の 33兆 1,276億円と

比べ 1兆 6,808億 円、51%の増加となつている。
平成 20年度の都道府県別の国民医療費は、中間評価時点では公表されていないが、医

によると、平成 20年度の県内の医療費は○円

となつており、平成 18年度の医療制度改 と比べ△円、□%の増加となつている。

②老人医療費

平成 20年度の老人医療費は、11兆 4,145億 円で総医療費の 32.8%を 占めている。平

成 19年度の老人医療費に比べ 1,392億 円、1.2%の増加、平成 18年度の医療制度改革時

と比べ 1,551億 円、14%の増加となつている。 (老人医療の対象年齢は順次引き上げら
れていること及び平成 20年度と 19年度以前とでは制度が異なることに留意。)

医療費適正化に関する施策についての基本的

な方針の別紙の標準的な都道府県医療費の推

計方法により算出

-1-



本県の平成 20年度の老人医療費は〇億円で、総医療費の〇%を 占めており、全国平均
と比較 して老人医療費の占める割合は高 くなっている。また、平成 18年度と比べた老人

医療費の増加率も高くなっている。

平成 20年度後期高齢者医療事業

年報のデータ等を活用 して、県の

詳細な内容について記述す るこ

とが考えられる。

国民医療費の対国民所得比

【図1,医療費の動向】
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県内の医療費の動向について、図 1と 同様の

グラフ又は表を入れることが考えられる。

2 平均在院日数の動向
平均在院日数とは、病院に入院 した患者の 1回当たりの平均的な入院日数を示すもので

あり、その算定にはいくつかの考え方があるが、厚生労働省において実施している病院報

告においては次の算式により算出することとされている。
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調査期間中に在院した患者の延べ数

平均在院日数=
(調査期間中の新入院患者数+退院患者数)÷ 2

下記図 2T¬ 及び図 2-2の とおり、都道府県ごとの平均在院日数と 1
療費 (入院)は、高い相関関係にある。
本県は、全国的に見て○○の位置にあり、平成 20年においては、平成

OOと なつている。

人当たり老人医

17年と比較して

【図2-1 (平成 17年 )平均在院日数と一人当たり老人医療費 (入院)の相関】

(円

40.0

平均在院日数

資料 t「平成 17年病院報告」「平成 17年度老人医療事業報告」より作成

(注 1)平均在院日数は、総数である。

(注 2)一人当たり入院医療費は、一人当たり入院診療費と食事療養 (医科)費用額を合算した額である。
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相関係数 :0.699
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【図2-2 (平 成 20年)平均在院日数と一人当たり後期高齢者医療費 (入院)の相関】

40.0

平均在院日数 |

資料 :「 平成 20年病院報告」「平成 20年度後期高齢者医療事業状況報告」より作成

(注 1)平均在院日数は、総数である。

(注 2)一 人当たり入院医療費は、一人当たり入院診療費及び食事療養 。生活療養 (医科)費用額を合算した額である。

平成 21年病院報告によると、医療保険が適用される全病床の平均在院日数 (介護療養病

床を除く全病床の平均在院日数)は、31.3日 、全病床では 33.2日 となっている。病床の
種別ごとにみると、精神病床で 307:4日 、療養病床で 179.5日 、また一般病床では 18.5

日となっている (表 1)。 全国医療費適正化計画策定時の最新のデータであつた平成 18年

病院報告と比較して平均在院日数はそれぞれ 0.9日 、1.5日 、12.9日 、0.7日 短くなって

いる (表 2)。

後
期
高
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者
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費

相関係数 :0.692
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全 病

床

全病床 (介護

療養 病 床除

く)

一般

病床

精神

病床

感染症

病床

結核

病床

療養

病床

介 護 療

養 病 床

(再掲 )

平成 18年 34 7 32 2 320.3 ０
４

ハ
υ 171.4 268 6

平成 19年 34 1 31_7 19.0 317.9 つ
０ 70.0 177.1 284.2

平成 20年 33 8 31.6 18.8 3129 10.2 74.2 176.6 292.3

平成 21年 33.2 31.3 18.5 307.4
０
０ 72.5 179.5 298.8

(出典)平成 21年病院報告

【表1:病床の種類別の平均在院日数】

【表2:病床の種類別にみた平均在院日数の対前年増減数】

なお、本県の平均在院日数の動向・特徴等については、第 3章の二の 1において記述す

る。

3 療養病床の状況

①病床数

平成 21年 7月 の病院報告等によると、主として長期にわたり療養を必要とする患者が

入院するための病床である療養病床 (医療法 (昭和 23年法律第 205号 )第 7条第 2項第
4号に規定する療養病床をいう。以下同じ。)の うち回復期リハビリテーシヨン病棟であ

る療養病床を除いたものは、全国に約 32万床あり、医療保険が適用される療養病床 (以

下「医療療養病床」というし)の うち、回復期リハビリテーション病棟である療養病床を

除いたものが約 22.7万床、介護保険が適用される療養病床 (療養病床のうち、介護保険

法 (平成 9年法律第 123号 )第 8条第 26項に規定する介護療養型医療施設の療養病床を
いう。以下「介護療養病床」という。)が約 9.3万床となっている (表 3)。
平成 18年 10月 の病院報告等と比較 して、療養病床数は減少している。(平成 18年 10

H18 H19 H20 H21 H18-21

全病床 △  1.0 △  0.6 △ 0.3 △  0.6 △ 1.5

精神病床 △  6.9 △  2.4 △ 5.0 △  5.5 △ 12.9

感染症病床 △  0.6 0.1 0.9 △  3.4 △2.4

結核病床 △  1.4 △  0.5 4.2 △  1.7 △2.0

一般病床 △  0.6 △  0.2 △ 0.2 △  0.3 △0.7

療養病床 △  1.4 △ 0.5 ０
４ 8.1

介護療養病床
●
υ

０
０

公
υ 30.2

介護療養病床を除 く

全病床
△  0.5 △ 0.1 △  0.3

△0.9

(H19-21)

(出典)平成 21年病院報告
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[表 3]全国における療養病床数(病院・診療所別)
出

療養病床数

(全数 )

※ 1

介護

療養病床数

※2

医療

療養病床数

※3

回復期リハビリ

テーション病棟病

床数 (療養病床 )

※4

療養病床 (回復期リハビ

リテーション病棟である

療養病床を除く)

医療療養病床 (回復期リ
ハビリテーション病棟で
ある療養病床を除く)

総数 354,038 92,725 261,313 34,420 319,618 226,893
× 6

病院 337,352 87,095 250,257 34,420 302,932
※7

215,837
※8

診療所 16,686 5,630 11,056 16,686 11,056

月時点の、それぞれの数は約 35.2万床、約 23.4万床、約 11.8万床。)

なお、本県の療養病床の状況等については、第二章の二の2(2)に おいて記述する。

※3は、※1から※2をマイナスして算出
※5・ ※フは、※1から※4をマイナスして算出
※6・ ※8は、※3から※4をマイナスして算出

②療養病床の患者の状態像

平成 17年度慢性期入院医療の包括評価に関する調査では、医療療養病床と介護療養病

床との間で入院患者の医療区分に大きな差が見られず、両者の役割分担が不明確である

ことから、患者の状態に即した機能分担を進める必要があった。

平成 22年に厚生労働省が実施した医療施設・介護施設の利用者に関する横断調査では、

医療療養病床の患者では介護療養病床の患者よりも医療区分 1の占める割合が低く、医

療区分 2及び医療区分 3の割合が高くなつており、介護療養病床と医療療養病床の機能
分担が進みつつある (図 3)。

[図 3]医療区分の年次推移

平成17年

医療療養病棟
       重量::軍

平成22年 (201)

平成22年 (2■ 1)

介護療養病棟

平成17年

平成18年

平成22年

■医療区分1

●医療区分2
●医療区分3

出典 :「医療施設・介護施設の利用者に関する横断調査」速報値
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4‐ メタ:ポリックシーンド甲■ム該中‐煮学‐凛ず〒茸警瞥91林響■1          1   
｀
      .      |

平成 21年人自動態統計においても、年着習慣満が死因別売亡割合の過半数を占めている

(悪性新生物 30.1%、 心疾患 15.8%、 脳血管疾患 10.7%)。

平成 22年 8月 に厚生労働省から公表された平成 20年度特定健康審査・特定保健指導の

実施状況によると、メタポリックシンドロニム (内臓脂肪症候群)該当者の全国平均割合
は 14.5%、 予備群者数の割合は 12.4%と なつている。

本県については、該当者割合が09/ot予備群者割合が0%と いずれも高い数値となって
・ いる。
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第 3 土早 目標の進捗状況及び分析

住民の健康の保持の推進に関する達成目標の進捗状況

1 特定健康診査実施率
平成 24年度に、40歳から 74歳 までの対象者の 70%以上が特定健康診査 (法第 18条第 1

項に規定する特定健康診査をいう。以下同 じ。)を 受診することを国において目標として定

めている。平成 20年度は、特定健康診査の対象者約 5,190万人に対し受診者は約 1,990

万人であり、実施率は 383%で あった。
本県においても、国と同様の目標を定めているが、平成 20年度の実績は、〇%で全国平
均より低 くなっている。(県内の実績値の算出は、協会けんぱの○○支部の被保険者・被扶

養者を対象者と仮定した。また、市町村国保、協会けんぱ以外の被用者保険等については、

国において推計を行つたものを対象者と仮定した。)

市町村国保については〇%と 全国平均よりも高くなつている。県内市町村国保の実施状
況は、上位から○○市 (〇 %)、 ○○市 (〇 %)、 ○○市 (〇 %)と なっている。平成 20
年度において目標の 65%を達成 していたのは、○○市のみであつ、た。大まかな傾向として
は、都市部よりも中山間地において受診率が低くなっている。・・・・・ ロロ・・・。

協会けんぱ○○支部は、〇%と 全国平均よりも低くなつている。ロロロ・・・ 口・・ 0
協会けんぽ以外の被用者保険等の推計率は、〇%と 全国平均よりも高くなっている。ロ

2 特定健康診査に関する取組
(1)県 の取組
本県においては、特定健康診査の実施率の向上を図るため、以下のような取組を行つた。

①・・ … 「… 口・・ … … …

② ..… .L....… … …
③ 口… ・・… ・・ … ・… …

④・ … … … ・・・ … … …

上記の取組の中で、特定健康診査の実施率の向上に特に効果を上げたと考えられるの

ヽ
―
―

ヽ
―
ノ

各種データ等を活用して、県内の詳細な内容に

ついて記述することが考えられる。

都道府県における取組概要・実績等を記述する

ことが考えられる。

が 、 ・ ・
口 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
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あくまで保険者の取組の例である。

(2)保険者の取組
特定健康診査の実施率の向上を図るため、各保険者において様々な取組がなされている。

本県内の市町村国保においては、主に以下のような取組が行われている。

全ての保険者において、生活機能評価との同時実施を行つている。肝炎ウイルス

診、がん検診との同時実施についても、○の保険者を除き同時実施を行つている。

② 特定健康診査未受診者への受診勧奨は、多くの保険者において行われている。ほ
んどの保険者は、文書送付のみで行つているが、○の保険者においては、文書送付

ほかに電話案内や個別訪間を行つており、このような取組を行つている保険者の受

率は相対的に高くなっている。

③ 保険者協議会において、・・・・・・・・・・・・・・・・。
④ ・・・・・・・・・… ・・・… 。

また、協会けんぱ○○支部においては、・・・・・・・・・・・・・・・・

が行われている。

兼々 な取組がなされているが、老人保健

Sいては、特定健康診査の実施率が高い

い山間地であるが老人保健法の際から一

彗人保健法に基づく基本健診が行われて

住民の健診への意識の高さが大きな要

司時実施や自己負担の無料化といった実

皮善に資するようなポピュレーションア

診率向上の取組や制度周知の工夫が重

といつた取組

「
劉
「
リ

基

が

に

ら

考

備

ヽ
れ

く

向

常

か

と

整

や

ら

づ

傾

非

代

つ

の

チ

え

基

う

て

時

一

制

一
考

に

い

し

た

の

体

口

と

法

と

貫

い

因

施

プ

要

あくまで分析の例である。

保険者ヘ ヒアリングを行つている

場合には、その内容を盛 り込む こ

とも考えられる。
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〆
―
―
ｌ
ｔ

3 特 定 保 健 指 導 実 施 率

平成 24年度に、当該年度に特定保健指導が必要と判定された対象者の 45%以上が特定
保健指導を受けることを国において目標として定めている。

平成 20年度は、特定保健指導の対象者約 390万人に対し特定保健指導を終了した者は約
31万人であり、実施率は 78%で あった。
本県においても、国と同様の目標を定めているが、平成 20年度の実績は、〇%と 全国平
均よりも高くなっている。

保険者別に実施状況を見ると、市町村国保が他の保険者よりも突出して高い実施率とな

つている。また、全国平均 と比較 し、全保険者種別において高い実施率となつてい

る。・・・・・・・・・・・・・・・・。

県内市町村国保の実施率については、上位から○○市 (〇 %)、 OO市 (〇 %)、 OO市
(〇 %)と なつている。平成 20年度において目標の 45%を達成していたのは、○○市と
○○市であつた。・・・・・・・・・・・・・・・・。     t
性・年齢階級別に見ると、男性の受診率が女性より高 くなつており、男女とも 60歳代以
上の実施率が比較的高 くなっている。・・・・・・・・・・・・・・・・。

4 特定保健指導に関する取組
(1)県の取組
本県においては、特定保健指導の実施率の向上を図るため、以下のような取組を行つた。

①・ … ・ … ・・ … … ・ … ・

②・ … ・ … 口… 口… ・ … ・

③・ … ・ … ・ … 口・・ コ… ・

④ 口… ・・ 口・・ … ロロ・ … ・

上記の取組の中で、特定保健指導の実施率の向上に特に効果を上げたものと考えられる

のが、・・・・ ロロ・・・・・・ ロロ・・。

また、特定保健指導の実施率は被用者保険において特に低くなつており、保険者に対す

る働きかけのみではなく、企業等への働きかけも必要と考えられる。日●●●●●●●●●

〆
―
―
ｌ
ｔ

各種データ等を活用して、県内の詳細な内容に

ついて記述することが考えられる。

都道府県における取組概要 。実績等を記述する

ことが考えられる。

あくまで分析の例である。

ヒア リングを行つている場合に

は、その内容を盛 り込むことも考

えられる。
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あくまで保険者の取組の例である。

(2)保険者の取組
特定保健指導の実施率の向上を図るため、各保険者において様々な取組がなされている。

本県内の市町村国保においては、主に以下のような取組が行われている。

① 未利用者への勧奨を約半数の保険者が実施。そのうち、多くの保険者が文書での通
知や電話での案内を行つているが、個別訪間による案内を行つている保険者もある。

② 多くの保険者が、中断者を減らすことを目的として、欠席者等への電話や訪間での
調査を実施 している。

③・・・・・・・・・・・・・・・・

また、協会けんぱ○○支部においては、・・・・・・・・・・.・ ・・・・・といった独自

の取組が行われている。

上記のように、各保険者において様々な取組がなされているが、特定保健指導の実施率

は非常に低迷 している。特定健康診査受診から特定保健指導の実施までの平均的な期間が

短いほど、実施率が高 くなっている。また、本人の健康への意識の低いことが、未利用や

中断の大きな要因になっているとの指摘が、ヒアリングの際に各保険者からなされている

ことからも、意識啓発の取組みや指導に当たる人材の育成が重要と考えられる。

5 メタボ リック シ ン ドロー ムの 該 当者 及 び予 備群 に関す る 目標

平成 24年度に、当該年度にメタボリックシンドロームの該当者及び予備群 (特定保健指

導の実施対象者)について、平成 20年度と比べて 10%以上減少することを目標として定

めている。

平成 20年度の本県の対象者数は、O人 となっており、今後平成 24年度における該当者
数△人という目標の達成に向け、取組を進めていくこととする。

二 医療の効率的な提供の推進に関する達成目標の進捗状況

1 平均在院日数
(1)県 内の平均在院日数の状況
本県では、平成 24年時点における全病床の平均在院日数 (介護療養病床を除く全病床

の平均在院日数)の 目標を○日と設定したところであるが、平成 21年度時点での平均在

院日数は○日であり、平成 18年病院報告と比較 して平均在院日数は短くなっている。特

に精神病床について、その平均在院日数が短くなっている。

本県の平均在院日数について、全国平均、平均在院日数が最も短い東京都、最も長い

ヽ
―
―
―
ノ

全国平均、最短県、最長県、近隣県と比較する

等により、自県の特徴について適宜記述するこ

とが考えられる。

佐賀県、近隣の△県、□県と比較 してみると、・・ 口・、口・ ロロ・・・・・・・ ロ



全 病

床

全病床 (介護

療養 病 床 除

く)

一般

病床

*青ネ申

病床

感染症

病床

結核

病床

療養

病床

介 護 療

養 病 床

(再掲 )

○ 県 337 32 2 320 3 70 5 268 6

□県 33 7 333.9 70.6 180.1 289 2

△ 県 33 9 33.6 322 9 10.2 72.2 177.8 292.3

【表3:本県と近隣県の平均在院日数】

各二次医療圏の平均在院日数を比較 してみると、二次医療圏間の平均在院日数に大きな

差があることが分かる。・・・ 口・・・・・・・・・・・ 口・・ 口・・・・・・・・・・・。

県内で最も平均在院日数が短いXXにおいては、県内の他の医療圏と比較 して、在宅時
医学総合管理料が人口比で見て高くなつており、在宅医療が行われていることが要因の一

つと推察される。

また、XXにおいては、地域連携診療計画管理料、在宅時医学総合管理料の人口比も、
他の医療圏と比較 して高くなっており、医療機関の連携が機能していると考えられる。ク

リティカルパスについても、その作成が活発に行われている二次医療圏ほど平均在院日数

は少ない傾向にある。クリティカルバスの作成は、平均在院日数の短縮を直接の目的とは

していないが、結果として平均在院日数の短縮に結びついていると推察される。

(2)県内の療養病床の状況
当県の療養病床数については、平成 21年 7月 時点で○床と平成 18年 10月 時点と比べ

○床減少している。その内訳は、介護療養病床が○床減少、回復期リハビリテーション病

棟である療養病床を除いた医療療養病床が○床減少、回復期リハビリ、テーション病棟であ

る療養病床が○床減少となつている。

2 平均在院日数短縮に向けた取組
(1)平均在院日数短縮のための取組
本県の介護療養病床を除く全病床の平成 21年平均在院日数は○日と平成 18年時より短

あくまで分析の例である。ここで例示した診療報酬の評価

に基づ く分析のほか、各医療圏の特徴 (具体的な取組内容

の有無、‐医療機関間の連携状況、医療機関め状況、住民構

成の特徴、交通事情等)に基づく分析が考えられる。

県内の各二次医療圏の特徴について適宜記述

することが考えられる。
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くなっているが、平成 24年の目標である平均在院日数○日までは、さらに○日の短縮の必

要がある。

平均在院日数の短縮は、療養病床の再編成以外に、医療機関の機能分化・連携、在宅医

療・地域ケアの推進を通 じて行つていくものである。本県においては、医療機関の機能分

化・連携、在宅医療・地域ケアの推進についてそれぞれ以下のような取組を行つた。

〆
―
―
ｌ
ｔ

(2)医療機関の機能分化・連携の推進
①・・・・・・・・・・・・・・・・

②・・・・・・・・・・・・・・・・

③・・・・・・・・・・・・・・・・

④・・・・・・・・・・・・・・・・

(3)在宅医療・地域ケアの推進
①・・・・・・・・・・・・・・・・

②・・・・・・・・・・・・・・・・

③・・・・・・・・・・・・・・・・

④・・・・・・・・・・・・・・・・

①・・・・・・・・・・・・・・・・

②・・・・・・口・・・・・・・・・

③・・・・・・・・・・口・・・・・

④・・・・ 口・・・・・・・・・・・

(例 )

クリティカルパスの普及促進についての県

地域保健対策協議会での検討、県内共通パ

スの策定、かかりつけ医やかかりつけ薬局

の必要性に関する啓発に関する取組

(例 )

薬剤師の在宅医療への関与の促進、訪問

看護ステーションと在宅療養支援所等と

の連携や訪問看護ステーション間の協力

体制の推進、訪問看護研修・地域包括支

援センター職員研修の実施、在宅医療推

進のための研修の実施

(例 )

相談窓国の設置、医療機関に対するヒアリ

ングの実施、地域の介護ニーズや利用者の

意向を各医療機関へ提供

上記の取組の中で、特に平均在院日数の短縮 (or医療の効率的な提供の推進)に資する
こととなったと考えられるのが、・・・・・・・・・・・・・・・ 口。

また、今後は・・・・・・・・・・・ 日の取組等を重点的に推進 していくことが必要と

考えられる。

(4)療養病床転換円滑化の取組
患者の状態像等に応 じて医療機関が自主的に行 う病床転換は、引き続き支援 していくこ

とが必要なことから、療養病床の転換を円滑に進めるための取組について、評価を行う。

本県においては、療養病床の転換が円滑に行われるよう、以下のような取組を行つた。

ヽ
―
―
―
ノ

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
ｔ

上記の取組の中で、療養病床の円滑な転換に特に効果を上げたものと考えられるの

が 、
口 ・ 口

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

また、今後は・・・ 口・・・・・・・・の取組等を推進していくことが必要と考えられ

る。
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三 その他医療費適正化の推進に関する取組
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方針 (厚生労働省告示第 149号 )に おい

住民の健康の保持の推進や療養病床の再

都道府県独自の取組を都道府県医療費適

施状況は、以下のとおりとなっている。

(例 )

後発医薬品の普及啓発、重複受診者等に対

する訪問指導の支援、歯の健康作 りの推進、

がん対策の推進

上記の取組の中で、特に効果を上げたものと考えられるのが、… … Ⅲ… … … … ・・

また、今後は・・・・・・・・・・・・の取組等を重点的に推進していくことが必要と

考えられる。

四 医療に要する費用の見通 じ

○○県医療費適正化計画においては、現状のまま推移した場合の平成 24年度の医療費
(△円)と 目標を達成した場合の医療費 (X円 )の差として、□円の適正化効果を見込ん
でいる。

メ デ ―夕とした によると、平成 21年度の県内の医療費は□

円となっている。

医療費適正化に関する施策についての基本的

な方針の別紙の標準的な都道府県医療費の推

計方法により算出
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第 4章 今後の課題と推進方策

定健康診査実施率については、・・・・・・・・・・・・・・・という状況になつており、

平成 24年度に目標を達成するためには、・・・・・・・・・・・・・・・・。

特定保健指導実施率については、・・・・・・・・・・・・・・・・という状況になってお

り、平成 24年度に目標を達成するためには、・・・・・・・・・・・・・・・・。

特定健康診査実施率及び特定保健指導実施率について、制度の施行からまだ 2年 しか経過

しておらず、実施体制の整備等が進んできていることから、現時点において計画内容の見直

しは行わないものとする。ただ し、実施率向上のために、・・・・・・を始め従来以上に計画

に定めた取組を推進 していくことが必要である。

平均在院日数については、・・・・・・・・・・・・・・・・という状況になっており、平

成 24年度に目標を達成するためには、・・・・・・・・・・・・・・・・。

引き続き医療機関が自主的に行う療養病床の転換を円滑に進めるための取組を行いつつ、

医療機関の機能分化 。連携、在宅医療・地域ケアについての取組を推進していくこととし、

現時点において計画内容の見直 しは行わないものとする。

第 3章までの内容を踏まえた上でのまとめ (課題と今後の推進方策 )

及び計画の見直しについて記述することが考えられる。

-15-



全国における療養病床数 (病院口診療所別 )

※3は、※1から※2をマイナスして算出
※4は、厚生労働省保険局において、地方厚生局を通じて確認したもの
※5口 ※7は、※1から※4をマイナスして算出
※6・ ※8は、※3から※4をマイナスして算出

男1紙3-1
(出典 :平成21年 7月「病院報告」

回復期リハビリテー
ション病棟病床数
(療養病床)

※4

療養病床 (回復期リハ

ビリテーション病棟であ
る療養病床を除く)

医療療養病床 (回復期
リハビリテーション病棟
である療養病床を除く)

療養病床数
(総数)

※ 1

介護
療養病床数

※2

医療
療養病床数

※3

総数 354,038 92,725 261,313 34,420 319,618
× ■

226,893
※ 6

病院 337,352 87,095 250,257 34,420 302,932
※ 7

215,837
※ 8

診療所 16,686 5,630 11,056 16,686 11,056



全国における療養病床数 (病院・診療所/都道府県別)      別紙3-2
(出奥 :平 成21年 フ月「病院報告 J
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医療費適正化のための取組内容 口実績調査

1.特定健康診査等の推進につい

間 1 特定健診等の円滑な実施のために、都道府県において取り組んでいる支援策については、
平成 22年 5月 11日 付けの事務連絡の別添「医療費適正化計画の評価に関する都道府県に対

する調査」においてご回答いただいたところです。これらの取組みのうち、特定健診等の実

施率の向上等に特に効果的だと思われる取組内容 口実績の詳細とその効果についてご教示下

さい。 (前回の調査でご回答いただいていないものでも結構です。)

2.都道府県 口市町村の啓発事業の促進について

間 2 全国医療費適正化計画において、国は一般的な住民向けの健康増進対策 (ポ ピュレーション

アプローチによる健康増進対策)の先進的な事例等について広 く紹介する等の取組みを行うこと

としています。

つきま しては、県内において住民の健康の増進に特に効果を上げていると思われる取組内容・

実績の詳細 とその効果についてご教示 ください。

(※ )一般的な住民向けの健康増進対策の例

口運動習慣の定着、食生活の改善に向けた普及啓発

・たばこの健康影響についての知識及び禁煙支援プログラムの普及

・生活習慣等に関する特徴の分析及び提供

・生活習慣を改善していくための自主活動やサークル活動の立ち上げの支援等



3.療養病床再編成について

間 3-1 療養病床再編成を円滑に進めるため、都道府県で行つている取組事項とその概要 (実績
を含む)についてご教示ください。

(※ )取組みの例
。相談窓回の設置

・医療機関に対するヒアリングの実施

・地域の介護二一ズや利用者の意向を各医療機関へ提供

事項 概要

問3-2 上記間3-1で ご回答いただいた取組みのうち、療養病床の円滑な転換に特に効果を上
げていると思われる取組内容の詳細とその効果についてご教示ください。



4.医療機関の機能分化・連携について

間 4-1 医療機関の機能分化・連携の推進のため、都道府県で行つている取組事項 とその概要 (実

績 を含む )について ご教示 ください。

(※ )取組みの例

・クリティカルパスの普及促進について県地域保健対策協議会で検討

・県内共通パスの策定

。かかりつけ医やかかりつけ薬局の必要性に関する啓発

事項 概要

間4-2 上記間4-1で ご回答いただいた取組みのうち、医療機関の機能分化・連携に特に効果
を上げていると思われる取組内容の詳細とその効果についてご教示ください。



5.在宅医療・地域ケアの推進について

間 5-1 在宅医療・地域ケアの推進のため、都道府県で行つている取組事項 とその概要 (実績を
含む )について ご教示 ください。

(※ )取組みの例

・在宅療養支援所等の設置の促進

・薬剤師の在宅医療への関与の促進

・訪間看護ステーションと在宅療養支援所等との連携や訪間看護ステーション間の協力体制の推進

・訪問看護研修・地域包括支援センター職員研修の実施

・在宅医療推進のための研修の実施                     ,

事項 概要

間 5-2 上記間 5-1で ご回答いただいた取組みのうち、在宅医療・地域ケアの推進に特に効果
を上げていると思われる取組内容の詳細とその効果についてご教示ください。



6.その他都道府県が必要と認める事項について

間 6 国が定めた医療費適正化計画の基本方針に掲げるもの以外で、都道府県医療費適正化計画

に基づき、都道府県が取 り組んでいる独 自の施策については、平成 22年 5月 11日付けの事

務連絡の別添「医療費適正化計画の評価に関する都道府県に対する調査」においてご回答い

ただいたところです。これ らの取組みの うち、特に効果的だと思われる取組内容・実績の詳

細についてご教示下さい。 (前回の調査でご回答いただいていないものでも結構です。)

(※ )取組みの例

・適切な受療行動の促進

・レセプト点検の支援

・ジェネリック医薬品の使用促進

・インフルエンザ予防の充実


